
令和3年度 再評価実施個所別表

(漁港整備事業 長備漁港 )
担 水産部漁港漁場課

地区名 (漁港・漁場名 )

事業名

事菓主体名

甲票 目聞 二重地区においては、水産物流通拠点として、安全・蜜心なホ涯初の証通覆罷の強化と再央音R行の睡猾げ硯
能の確保を図るため、高度な衛生管理に対応した耐震強化岸壁と荷拐1き所の一体的な整備を行うとともに、
陸上流通の安全施確保のための臨港道路の改良等を行う。
長崎地区においては、長崎県地域防災計画に基づき、人員・緊急物資等の海上輸送機能などの防災拠点

機能の確保を図るため、耐震強化岸壁及び道路の整備を行う。
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(コメント)漁港施設の質的な改善(港内静穏、漁船係留):こより漁業従事者の安全て快洒な労働環境の改醤を図る。



令和 3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業
長崎漁港 (三重地区)

=重

長
う
町

り〒
,1

由4

長崎漁港(長崎地区)

′/

霰脚盛犠

つ

撫

長 崎 県

長嶋

な がさご女伸 六

道 さ

路ご 本jぼ

,ヽ,'こ

′暢

歳泰犠

弾奉

漁港-1 漁港整備事業
長崎漁港

事業採択後10年経過

事業主体 長崎県

再評価
の理由
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1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業資

(億円)
B/C 概要

着工 完了

当初

(H23新規 )
H23 H32 244.0 1.29

【三重地区】
-6m岸壁(Bx改良)490m
-6m岸壁(Cx改良)290m
‐4m岸壁(Ax改良)220m
荷拐」所(改良)2棟

【長崎地区】
-5m岸壁(Cx改良)180m
道路 590m
橋梁(A)1基

他

他

第 1回審議
(R3)

事業採択後
10年経過

H23 R5 336.1 1.25

【三重地区】
‐6m岸壁(Bx改良)490m
-6m岸壁(Cx改良)290m
-4m岸壁(Ax改良)220m
荷拐U所(改良)2棟

【長崎地区】
-5m岸壁(Cx改良)180m
道路 590m
橋梁(A)1基

他

他

2
※国の事業計画変更済み



2-1.目 的・事業概要 (二重地区)

‐3m岸壁(B)(改良)L=100m
道路(I)L=300m
道路(V)L=400m

内防波堤(K)L=10m
‐6m岸壁 (I)(改良)L=83m

脚 l講(A)>認m祀

ぉa漣 醐  (P女良)輸

―
10e文良)輸

導流堤(改良)L=59m
‐2.5m泊地A=3,700m2
‐2.Om泊地A〓 1,100m2
‐2.5m物掲場 (改良)L〓50m
‐2.Om物場場 (改良)L〓88m
‐2.Om物揚場(C)L=25m
道路(X)Lと 200m

澤機構(C)N=1恙
■可報壁(A)C皮良た⊇四m

向防波堤(EX改 良)L-48m

【事業目的】
災害発生後においても水
産物の流通機能を維持し、
地域経済の停滞を防止する
ため、陸揚岸壁や臨港道路
等の防災機能を強化する。
また、食の安全に対する
国内外の消費者ニーズに対
応した高度衛生管理体制を
構築するため、品質低下を
抑制する閉鎖型の荷さばき
所等を整備する

-10m岸壁(改良)L=150m
荷捌所 (改良)N=2棟

‐′,もm岸壁(改良)L=200m
道路(U)(改良)L=1,400m

‐6m岸壁(B)(改良)と=490m
‐6m岸壁(A)(改良)1武

浮桟橋(No.1)(改良)N=1基
浮機構(No.2)(改良)N=1基
浮機構(No.3)(改良)N=1基

突堤(Hl)L=24m 既に完了
した施設

事業実施
中の施設
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2-2.目 的田事業概要 (長崎地区)

‐3m岸壁(G)(改良)と=10om

道路(A)(改良)L=600m
逝奉O(P皮良)と割 0れ

‐3m岸壁(改良)L=83m

4m岸壁(B)(改良)L=245m

【事業目的】
災害発生後の人員・緊急
物資等の海上輸送機能など、
防災拠点としての役割を果
たすため、既存岸壁や臨港
道路等の機能を強化する
また、老朽化した岸壁や
臨港道路等の長寿命化対策
を行う。‐5m岸壁(改良)L日 290m

瀬勘日瞬地ぼ岸(A)(P汽良))L―櫛
‐3m岸壁 (やSm岸壁(A)(改良))I〓 55m

-3m岸壁(■m岸壁(A)(改良))L=130m

もm岸壁(B)(改良)L=115m

道路L=590m

‐5m岸壁(C)(改良)L=180m

漁港施設用地 (護岸(改良))L=95m
‐5m,白地A=1,000m2

既に完了
した施設

事業実施
中の施設

H

“
橋梁(A)N=1基
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3.これまでの経緯

【事業費増】243.9億円(当初)→ 336.1億円(現行 )

①水産物出荷機能の強化

今後の中国への輸出量増加や就労環境改善化に対応するため、高度衛生化に配慮

したレイアウト変更や魚体自動選別機の整備等を追加。

②防災機能の強化

東日本大震災を契機とし、全国有数の産地市場を有し、被災による経済活動への

影響が著しい長崎漁港においては、数百年年にと度の確率で起こりうる地震に対応
した設計手法を適用。有事の際に変状が安全性や利用に及ぼす影響を最低限とする
ため、許容変形量を基にした解析を実施。

【完了工期】H32(当初)→ 臣 (現行 )

①着工後、荷さばき所の杭の支持地盤が軟弱であることが判明し工法を変更

②輸出拡大に向けた新たな施設整備の追加

(活魚センター改修、製氷施設)
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4-1.事業の効果・必要性 (二重地区)

岸壁被災イメージ(福島県J公 ,W浦漁港)

耐震化が完了していないため、大規模災害時に陸協岸壁が倒壊した
場合、長蜻漁港での隆場ができなくなるおそれがある状況
※石巻漁港では、東日本犬震災で同様の被害があり、代替漁港を利用
した結果、一部の漁船が戻らず、睦揚量に影響を与えている

監

怯

i犠 磯

荷きばき所の壁や岸壁上に屋根がないため、
鳥糞による品質低下のおそれがある状況

(H2と .

・ 付捌所の壁や岸壁に屋根がないため、直射日光や雨の影響を受けることに加え、鳥獣が進入

可能な状態となつており、異物混入等による水産物の品質低下が危惧されている状況。

・ 大規模地震が発生した場合、陸揚岸壁が倒壊し、水産物の流通機能が停止し、地域経済の停

滞が危惧されている状況。
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4-2.事業の効果田必要性 (長崎地区)

平成31年9月撮影

上梁の老朽化状況

し、コンクリートの制落や鉄筋の腐食が発生し、施設の
機能に支障をきたす恐れがある

・ 長晴市中心部において、大規模地震発生後の人員・ 緊急物資・ 復旧資材等の海上輸送機能
などの防災機能の確保が跡要と
・ 築造後約50年が経過し、者朽1とが著しい施設について、緊急的な長寿命化対策が必要c
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5.事業の進捗状況

【今後の工程】

暇完成予定

西棟Ⅳ期魚函保管庫

東棟Ⅳ期 東棟Ⅲ期 東棟 (活魚)
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6.事業の投資効果

費用対効果分析

【B/C】 1日29(当初)→ 1日25(現行)
〔マイナス要因〕
日事業費の増(事業量の見直し)
・工期の延長(施工方法の変更等)

〔プラス要因〕
B自動選別機整備に伴う便益の追加
・魚市場取扱金額の上昇

〔事業費増の主な内容〕

事業翼晴の
1内害 増観 主な増観理由

①水産物出荷機能の強化 約49.7億円
高度衛生化に配慮したレイアウト変更や魚体自動選別機の整備等を追加
活魚センターの改修やシャーペット状氷の製氷施設整備の追加。

②防災機能の強化 約31.6億円 東日本大震災を踏まえた耐震設計手法の適用。

計 約81.3億円

9

7.対応方針 (原案 )

〇近年、食の安全・安心に対する国内外の消
ことから、中国向け輸出の増加等、販路拡大の取り組みを推進する高度衛星
管理に対応した整備が必要不可欠であり、本県の水産業の成長に寄与する
重要な事業である。

O災害等有事の際の水産物流通機能を確保すると共に、漁業者や市場関係者
などの経済損失を低減するため、事業の早期完成が求められている。

費者ニーズが非常に高まっている

○長崎漁港は、全国で13港 しかない水産業の振興上特に重要な漁港である特定第3種漁港に
位置付けられており、全国第3位の取扱金額を誇る全国屈指の漁港である。

O荷捌き所について、西棟 I・ Ⅱ・Ⅲ期、東棟 I・ Ⅲ期が整備完成後から順次供用開始しており、
高度衛生管理下のもとで作業が可能となっていることから、残事業についても地元漁協や長崎魚市

等の魚市場関係者より、早期完成が望まれている。

O事業進捗率は事業費ベースで74.9%(252億円/336億円)(令和 2年度末)と なっているり

※ 上記理由により、整備効果が十分に見込まれる事業であることから、引き続き継続。

対応方針
(原案)

継続

10



令和3年度 再評価実施個所別表

(水産流通基盤整備事業 )

地区名 (漁港・漁場名) 奥浦漁港

事業名

事業主体名

再評価対象事由

本地区lよマゲ百養殖及び大中型まき網漁業の根拠地となつているが、用地不足や強風・潮位差が効

率的かつ安全な漁業活動を行引こあたつての支障となつていることから、用地整備や防風柵・浮体式係
船岸の設置等を行い、漁業活動の効率化、就労環境の改善を図り、漁業所得の向上を目指すもので

ある。

手栞目的

100mＯ

Ｏ

27rn

7

1 1

45m
75m

漁獲規制が強化された。また漁船の大型化が進み、漁業活動が効率化した。

177

られている。

1

191人

(供用開始状況等) 干潮時・強風時の作業の

したものの、海洋生物資源の保存管理法(TAC法 )に基づく、

大型漁船を対象とした防風柵を追加することで、事業期間の延伸が必要となつたものc未活工及び工甲遅延等の理由及
び解決の見通し

B/C=1.24 B/C=183費用対効果分析手法の活用の有無
なし なしコスト縮減の可能性

見直し継続

(コメント)本事業は水産業振興を目的として防災減災対策や漁業活動の効率化を図るものであり、事栞の必要性は確認されるものの、漁
船の大型化により海送能力が向上し、陸送の需要が減少している状況を踏まえ、陸送用として計画していた道路(改良)を廃止

したうえで、事業継続することが妥当と判断した。



令和 3年度 第 1回
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

再評価対象事業

漁港-2 奥浦地区水産流通基盤整備事業
(五島市 )
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1.審議経過

審議経過 再評価の理由

工期

事業資
(億円)
B/C 概要

着工 完了

当初

(H24新規)
H24 H30 16.1 1.24

防波堤A(改良)L〓20m
護岸  L〓 170m
-3m岸壁  L=50m
-4m岸壁  L〓 45m
用地A A=7.600m2
道路 (改良) L=550m 他

第1回審議

(R3今回)
漁業情勢の

急激な変化
H24 R4 15.0 1.83

防波爆 A(己箕自)L〓100m
S護岸(改良) L=30m(追 加 )
護岸  L=170m
-3m岸壁  L〓 50m
-4m岸壁  L=45m
用地A A=7′600m2
道路 (改良) L=Om(廃 止 )

他

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

◇目的
マグ回の養殖及び大型まき網
漁が盛んである奥浦漁港におい
て、効率的かつ安全な漁業活動
を可能とするための体制を整え
る。
◇事業概要
。防波堤A(改良)L圭 10om
・S護岸(改良) L=30m
・用地A   A=7′ 600m2
-4m岸壁   L=45m
他11施設

◇事業経過

平成23年度 事業化

平成24年度 工事着手

C嚇

'1是

rど,良 )

3

2.目 白い事業概要・これまでの経緯

強風時の就労環境改善(防風柵)

波浪強風時には、船舶の損傷の恐れ
、並立近接して係留

留状況

強風により作業性が低下

の出航準備作業

性が低下

地での絹補修作業

強風時の就労環境を改善するため、防風柵の整備を追加
4



3.事業の効果口必要性

養殖作業スペースの確保 (用地日岸壁の整備)

ヽ
ｈ

用地不足により海上の網補修イカダで作

業することで、危険で非効率

| ど

充分な作業スヘ
°
―スの確保により、大型貨物車が横づけでき、毎日

の給餌作業が効率的に。

一度に複数の給餌船が係

留でき待ち時間の解消が

なされた

陸上用地で陸上機械作業により作業するこ

とで、安全で効率的に

t=´‐rari

水産物の給餌作業等にかかる労働時間短縮

海上筏上での網補修作業等の危険作業を解消。

4.道路 (改良)廃止の背景・内容

【整備目的】
口樫ノ浦地区から大泊地区へ養殖用餌運搬の効率化。

【課題】
日両地区を結ぶ既存道路は道幅が狭く、大型車両の通行が困難。

【見直し案】
用地、岸壁整備完了に
伴い、陸上輸送から海
上輸送ヘシフトしたこと
により道路(改良)を廃
止する。

【当初対策】

道路を拡幅し、大型

車両による運搬を可

能にし、生産コストの
削減を図る。

【漁業情勢の変化】
・用地、岸壁整備が完了し、経ノ

浦地区での餌の荷卸、積込作業
が効率化。

当初計画

道路 (改良)

見直し案

海上輸送

道路 (改良):廃止

ら



5.事業の進捗状況

事業進捗:76.6%[11.46億円/14,97億 ](令和2年度末)
C防波堤(改良)

と二65m

A突堤

攣

7

道路 (改良)L=550m(廃止 )

■
ヽ

G物協場 (改良)と=75m

赤 :整備済
青 :未整備

ビ 170m l
こt

6.事業の投資効果

項 目 当初評価(平成24年度) 今回評価(令和3年度)

全事業 1.24=18.4億 円/14.8億 円 1・83〓 36.4億円/19.9億円

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・施設整備に要する事業資Ⅲ維持管理に要する費用
〔便益〕
・係留施設・施設用地による漁業活動の効率化、漁業者の快適性、安全性の向上効果
〔プラス要因〕
・防風柵の計画追加によるの受益対象漁船の増加
・事業資の減
〔マイナス要因〕
・工期の延長

◆B/Cでは計測できない効果
・漁業者の安心度の向上
・マグロ養殖増産に伴う、地元雇用者の増加

【寿了工期】H30(当初)→ R生 (今回)
〔工期延伸要因〕上記施設の防風柵計画の追加に伴い、工期を延伸した。

8

見直しの内容 増減額 主な見直し理由

防波堤ハ(改良)、 S護岸(改良)の変更・追加 +1.8億円 ・強風に起因する動揺による漁船事故・損傷を防止するための防風相を追加

道路 (改良)の廃止 △3.7億円
・岸壁、用地の整備が完了したことにより、海送能力が向上し、陸送の需要が減
少している状況を踏まえ陸送用道路の改良を取りやめる

◆事業期間の見直し



7.対応方針 (原案 )

ORl.4から、供用開始した、新岸壁や用地により、漁業活動の効率化が図られている。

地元の漁協からは、残事業についても、早期完成が望まれている。

O用地、岸壁が供用開始し、養殖餌の荷卸、積込作業が効率化されたことに伴い、陸上
輸送から海上輸送へ利用形態がシフトしたことから、道路 (改良)を廃止する。

O事業進捗率は事業費ベースで 76.6%[11.46億円/14,97億 ](令和2年度末)となつてい
る。整備効果が十分に見込まれることから、事業内容を見直し継続したい。

対応方針

(原案)

9

直

継続



令和3年度 再評価実施個所別表

(農山漁村地域整備交付金事業(海岸高潮))

L也区名 (漁潜・漁場名 )

事業名 漁港海岸事業

事業主体名

再評価対象事由

事業目的 既存の護岸直背後に民家や事業所が密集しており、近年の合風時には醒波が発生し瞬舞腰悪屋琴が

床上浸水や家屋破損等の被害が生している。越波防止を目的に護岸を改良すること1こより、背後集落

の生命財産を保全し海岸保全区域全体の安全性向上を図るものである。

び市民の生命・財産を害する懸念がある。また、当地域は日本でも

属指のとらふぐの生産地として需要が高まっている。

竪傭効果の発現状況
(供用開始状況等 )

事業が完了した膏「分の背後集落については、荒天による被災を受けておらず、島内幹線適路の通行

止めも発生していない。

隣接施設の地貿調査結果より良質地盤として断面を想定していたが、地質調査の結果、北側工区の

上貿が良質でなかつたため、鋼矢板による対策工が必要となつた。鋼矢板工等の追加工種が必要と

なったことから事業期間を延長する必要となつた。

禾活工及び工畢避鯉等の理日及
び解決の見通し

B/C=300B/C=530
なしなしコスト縮減の可能性

継続

(占メント)荒 天時の越波に対する能力向上により、背後集落の生命財産を保全し海岸保全区域全体の安全性向上、背面遭路に対する
被害減少による水産事業の早期事業回復、長崎市の文化振興に寄与する事業であり、地元である牧島自治会や島内水描げ場

を利用する水産業従事者からは、整備促進の要望を受けている。事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が十分

に見込まれることから継続して対応する。



令和 3年度 第 1回
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

農山漁村地域整備交付金事業

戸石漁港海岸高潮対策
漁港‐3

事業主体 長崎市

事業採択後10年経過
再評価
の理由

♂
事業箇所

｀ヽ ヽ
い
'淳

牧島S護岸
L=260m

牧島町

1.審議経過

H28 2.6 5.30 延長=240印H23

4.8 3.12 延長〓260m事業採択後
10年経過

H23 R5

2



2.目 的は事業概要・これまでの経緯

0事業の目的
既存の護岸直背後に民家や事業所が密集しており、近年の台風時には越
・波が発生し隣接家屋等が床上漫水や家屋破損等の被害が生じている。
越波防止を目的に護岸を改良することにより、背後集落の生命財産を保全
し海岸保全区域全体の安全性向上を図るものである。

●事業の概要
既設護岸260mに対してt護岸天端高のかさ上げを目的とした護岸の腹付
け及び消波ブロックの設置等を行う護岸改良工事である。

平成23年度

平成29年度

令和3年度

事業化

H23年度に行った測量設計をもとに施
工延長等を変更

事業再評価

3

事業経巡

駐 岸 (改 良 )
い 260m

3.事業の効果・必要性

0台風時には越波が発生し隣接家屋
等の床上浸水や家屋破損等の被害
が生じている。

0海岸背後道路は〔島外に通じる唯―の道
路であり、被災した場合、漁獲物出荷に支
障をきたすとともに、住民の生活に重大な影
響を与える。

事業箇所|

4

越波状況
H13.9

水揚げ場所からの出荷ルート

島外に通じる唯―の道路



4.事業の進捗状況

(当初断面 )

至 水揚げ場
島内居住区

至 長崎市街

や ‐
甲

‥

Lノ

断面 )

サ れ 鋼矢板の追加

O の変更

一一

劉

主な工期延長の理由

隣接施設の地質調査結果より良質地盤として断面を想定していたが、地質調査の結果、北

側の主質が良質でなかつたため、鋼矢板による対策工が必要となつた。

断面変更に伴い追加工種が発生したことにより、事業期間を延長する必要があつた。

(当初事業期間)H23～H28→ (現在の事業期間)H23～R5 5

5.事業の投資効果

項 目
当初評価

(平成23年度 )

今回評価

(令和3年度)

全事業 5.30=11.93億 円/2.25億円 3.00=16.34億 円/5.43億円

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
日護岸改良に要する事業費(工事費、測量及び調査費)、 護岸維持管理に要する費用

〔便益〕
日荒天時の背後集落の生命財産を保全し海岸保全区域全体の安全性向上、背後道路に対する被害減少によ

る水産事業の早期事業回復

〔マイナス要因〕
・事業費の増
・工期の延長(工事進捗の遅れ)

◆ B/Cでは計測できない効果
日島内では長崎の伝統文化であるペーロンを体験できる施設や、国指定史跡である曲崎古墳群があり、長
崎の文化振興に貢献している。

S



6.対応方針 (原案 )

・荒天時の越波に対する防護機能向上により、背後集落の安全性向上、背後
道路に対する被害減少による水産事業の早期事業回復、長崎市の文化振興
に寄与する事業である。

・事業進捗率は事業費ベースで約63.1%(2.9億円/4.6億円)(令和2年度末)

・地元である牧島自治会や島内水揚げ場を利用する水産業従事者からは、
整備促進の要望を受けている。

・事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が十分に見込まれる。

7

対応方針

(原案)



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所 )

担  当  謝丑 島原振興局 道路第二課
担当課長名 :小川 勝治

事業
区分 一般国道

事業
主体 長崎県事業名 一般回道 251号 (出平箸朗バイパス )
延長 3.  4 km起終点 自1貿雷驚罫常在警学請 貿雷驚督浪常磐Υギ至

として広域ネットワークを形成し、島原半島地域から空港、整備中の新幹線等へのアクセス向
、緊急医療体制の強化支援や、長崎、県央地域との地域連携強化 目的としている。

H25年度事業化 都市計画決定 なし H28年度用地着手
全体事業資 130億 事業進捗率 57% 供用済延長

計画交通量 13,500台 /日 (R12)
費用対効果
分析結果 l事業全体l

l残事業|

1. 37

2. 21

総貢用 :(残事業)/(事業全体)

[晶
持管業と宮:子1身liぞSF ]蹟:雪二写手ξξlll尋柳 令和 3年

の結果
:B/C=1.2～ 1.4(交通量 ±10%)
:B/C〓 1.2～ 1.5(事業費 ±10%)
:B/C=1.3～ 1.4(事業期間±1年 )

【残事業】B/C=2.0～ 2.2(交通量 ±10%)
B/C=1.9～ 2.7(事業費 ±10%)
B/C=2.1～ 2.3(事業期間±1年 )事 間

事業について感度分析を実施

事業費変動

へ の に 産業活動活性化

南地域幹線道路整備促進期成会」より早57
を要望されている

」

の

で の

有明瑞穂バイパスが令和 2年度に新規事業化している
しているにン ― エ」 の

の

ヒ財発掘調査、改良工事を推進し、R6年度の完成を目指す。
して り、用地進捗率も83%の進捗である。今後、57%ま

で t し

。 R3年度以降、用地買収・改良工事を推進していく。
の拡大に伴い、工事進捗に遅れが生じてtに く 画の

地質調査の結果により、橋梁下部工基礎杭長変更、地盤改良工の追加
施設の構造や工法の変更等

事業継続

合、事業継続が妥当と判断される。事業の必要性を考慮 した
'

|

鵬
．

|
2ばXh

奉
i区劇母

白



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

道路改築事業
道建-1 -般 国道251号

(出平有明バイパス)

事業主体 長崎県

再評価後変更 (事業費コエ期)
再評価
の理由

再評価対象事業 ♂
轟ィ

【
↓

N

1

■ ンて 、`

1.審議経過

1.20
【工事概要】
延長3.4km
幅員フ,0(12.0)m

H25 H32 75.0

1.20
【当初評価からの変更概要】

なしH25 H32 フ5.0事業採択後
5年経過

フ5.0 1.フ 8
【前回評価からの変更概要】

用地取得手続き難航による

工期延長

再評価後変更

(工期)
H25 R4

1.37

【前回評価からの変更概要】

有明瑞穂BP新規事業化
構造変更等による事業費増加、

補償資の増加、
埋蔵文化財発掘調査の追加、

事業賣の増による工期延長

H25 R6 130.0再評価後変更

―

・ 麟 月 l

2



2.位置図

‐‐‐‐ 対象区問
‐‐‐■ 供用中
日日■■ 事業中
□□□ 調査中

終
点

諌
早
市
貝
津
町

高速道際

直轄国道

その他の国道

主要地方道

一般県道

出平有明バイ′

バイ′

出

2.7監 m

地頭高規格道路  「島原道路」 L=約 5 0km

S.Ok錦

「軍員言昴尋議幸封|

′ヽイ′ヽ
‐
ス

1.9km

起
点

南
島
原
市
深
江
町

早IC

N

田田‐■ 対象区間
‐‐‐■ 供用中
日日日■ 事業中
国ロロ 調査中

出平有明
バイパス
3,4km

3

◆目的

島原道路の一部として広域ネットウークを形成し、島原半島地域から空港、整備中の新
幹線等へのアクセス向上、緊急医療体制の強化支援や長崎、県央地域との地域連携強
化を目的としている。

―

 高速適路

―
 直轄国道

―

 その他の国遭

―
 主要地方遭

―

― 一般県遭

長二町

4

3.目 白勺・事業概要・これまでの経緯

国立病院
長崎医療センター

口●0● .
` ◆

2.7k:,

′ヽイパス ′ヽイパス

: 南鳥 FFF市

L=約 5 0klll
メ

地域高規格道路  「島原遺路」

瑚

囃

新大村駅 (仮称 )



3.目 白勺・事業概要・これまでの経緯

計画延長等 L=3 4km

幅   員 W=7.0(12.0)m

計画交通量(R12) 13,500台

◆事業概要

◆これまでの経緯

事業進捗率 57%(事業費ベース)
用地進捗率 83%(面積ベース)

標準横断図

島原市下折橋町

2.2km

5

その他の国道

主要地方道

一般県道

【島原半島の体験型観光の実績・参加状況】
(資料 :島原半島観光連盟資料)

6

‐‐‐‐ 対象区間
‐‐‐■ 供用中
■■日日 事業中
国回口 調査中

(イパス

～島原市山平町

業慶出額構成
資料 :農林水産省統計

・広域交通拠点への所要時間短縮や高速定時性に加え、島原半島の観光交流促進や

農産物等の物流効率化に貢献し、産業活動の活性化が期待される。

<島原道路 >

―
:供用区問

1日 ,●●●:整備区間
□ 口 区間

・r ～loo人/年

ol∞ ～2∞人/年

ザ 2∝ l～ 3∞人/年

● 300人 /年～

撃

平成25年度 事業化

平成28年度 用地買収着手、工事着手

平成30年度 橋梁 1橋架設

|

000路

4.事業の効果・必要性 (広域ネットワークの形成E地域間交流の支援)

島願地域は県内産出額の

約5割を占める農業地域

平成29年度
農業産出額
1,631億円

▲長崎県の農



4.事業の効果口必要性 (災害に強いネットワークの構築 )

H災害に強いネットワークが形成され、幹線道路の代替路の確保、緊急輸送道路の機能
]虫化が図られる。

・大三東駅付近の国道251号では、「雲仙地溝南縁東部断層帯と雲仙地溝南縁西部断層帯の連
動」地震にて津波による浸水が想定されている。【長崎県津波浸水想定 (第2版 )】

7

日平成28年 10月 から(仮称)出平ICの南島原市側OFFランプ橋梁工事に着手。
日平成30年度からOFFランプ函渠工事、令和元年度から本線の橋梁日函渠工事に着手
日令和3年 8月 には島原市原口町地内の建物等移転が完了予定。

【平面図】
頂
】 9【ゝ てき

イ■

▲建物等移転が進む島原市原口町

8

拡大図

定区域

大三東駅付近
国道231号

拡大図

有明IC

出
平
有
明
バ
イ
パ
ス

約
3.4

km

出平IC

E]20m以上-50m未満
園 10m以上-20m未満
E]o3m以上-10m未満
|!03m未満

【凡lttl】

漫水深(m)

50m以 上 -lo om未 満

避難施設

5.事業の進捗状況 (全体 )

至

謙
早
市

(仮称)有明IC
(仮称)出平IC

至
南
島
原
市

碑 【´  す

:4
づ ・稀

!ゲだゞ
ざヽ

Ⅲl

一

:どr子 |ふ

▲(仮称)出平IC南島原市側OFFランプの施工状況 ▲本線の橋梁・函渠工事が進む起点側



5.事業の進捗状況 (事業費の見直し)1/5

①橋梁下部工形式の変更(杭長の変更)【 +4.9億
(1号橋 :十(11億円、2号橋:+14億円、Aラシプ橋ⅢO.5億円、Dランプ橋:07億円、

円
+0 円 、 03億円)

O概略地質調査箇所
O詳細地質調査箇所

+1

・用地先行取得箇所において、地質の概略調査を実施した結果から杭基礎を想定していたが、用地取得後に詳細調査を実施した結

②地盤改良工の追加 【+39,8億円】
・概略調査の結果、約17m程度の軟弱地盤が確認され、主に浅層混合処理による地盤改良を想定していたが、用地取得後の詳細
調査の結果、支持地盤の深さが平均319mとなることが確認されたため、地盤改良工法および改良厚の変更が生じた。

0平面図

●側面

45m

当初 :平均厚175m
爽更 :平均厚3 90ni

闇|

5

‖1歯
即
訂
甲
下

【横断BOX部 】
BOX⑤

|

【土工部】
(N020)

全体事業費75億円⇒¬30億円

南
島
原

1号 1缶

●
=

★幸譜辟

~~:l淳
,協電1!

一
■

争

【側面図】

場所打杭φ15m
180m6本

場所打杭φ15m
180m6本

場所打杭φ15m
180m6本

場所打杭 φ15m
270m6本

01億円増額

【代表例:1号橋】

Al A2A2橋台

● ↓

【断面図】

Al橋台

場所打杭φ15m
70m6本

至

諌
早
市

・

ｉ

´
一
∬

硼嵌
●評卒コ迪質制委鶴所

●概略地質謝査・登所

場所打杭ゆ15m
325m 6本

14億円増額

【根,面図】

祝|;ど
Ⅲ 'おず

.`、  1,「

場所打杭φ15m
230m6本

場所打杭φ15m
375m6本

場所打杭φ15m
205m9本

場所打杭φ15m
500m9本

|=f`∴ |

1 lJi:

Ⅲ談轟1早

【代表例:4号橋】

9

5.事業の進捗状況 (事業費の見直し)2/5

地盤改良

80X①

kll | 瓢
1

3

10



5,事業の進捗状況 (事業費の見直し)3/5

③埋蔵文化財調査の追加 【+7億円】
・県教育委員会が公表している遺跡地図より、寺中A遺跡においては、遺跡範囲が示されていることから、本調査を想定した。
・津吹遺跡、原口B遺跡の道路計画地周辺で試掘調査及び範囲確認調査を行つたところ、遺物包含層や新たな包含範囲が確認さ
れた。遺物が縄文～弥生～古墳時代であることに加えて、良質な状況で遺物が残存している特徴を踏まえて、県教育委員会との
協議の結果、発掘調査が必要と判断し、追加発掘調査が必要となった。

●平面図

●試掘調査および範囲確認結果

▲津吹遺跡試掘 土層断面

:・ |  ヤ

●調査費

▲津吹遺跡出土遺物

(縄文土器、石器 )

11

本調査範囲 至

諌
早
市本調査本調査範囲

至

南
島
原
市

い 麒ぼ翼雪曽田ド`

津吹 9,530m2 30億円

寺中A  3,770m2   3,770m2   32億 円  3乏 億円

原□B 4,710m2 40億円

合計   3,770mp   12.010m2  32億 円  102億 円

70億円増額

5.事業の進捗状況 (事業費の見直し)4/5

④補償額の増加 【+4.0億円】
・当初、これまでの事例等から補償費の算定を行つていた。
・物件等調査により補償費算定を行つたところ、倉庫内に工作物等が確認され、想定を上回る金額となつた。

洗
浄

選
別
設
備

中

‐

12



5.事業の進捗状況 (事業費の見直し)5/5

⑤盛土材の調達先を追加【―O.7億円】
・管理者との協議により調達できる盛土材が増え、購入上を減らすことが出来た。

ぃ
うオ

〓
　
．わ
一
二

変  更 増  減当  初

金  額 数  量 金  額
工  種

数 量 金  額 数 量

-15億円185万 m3 70億円 145万 m3 55億円 -40万m3購入土

(ルーズ)

192万 m3 23億円 +33万 m3 +081意 円採取上 159万 m3 15億円

± 0 -07億円合   計

r―

12

5.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R4(前回)→R6(今回)
・埋蔵文化財本調査の追加による延期
日用地取得遅延による延期
日事業費の増による事業期間の延期

◆工程

前回 Rl R2 R3 R4H25 H26 H27 H28 H29 H30

測量

地質調査

道路・橋梁設計

用地補償交渉

埋蔵文化財発掘調査

工事

‐ ‐

証 硼 薩 獅 S

H25 H26 H27 H28 H29 H30 Rl Rタ R3 R4 R5 RC

測量

地質調査

道路・橋梁設計

用地補償交渉

埋蔵文化財発掘調査

工事

変更

13



6.社会経済情勢等の変化

日「島原道路」の一部である諌早インターエ区が令和元年度に供用している。
日有明瑞穂バイパス(L=10.4km)が 令和2年度に新規事業化している。

′ミンr′

5.Okm

R2.3.22  H30.3.24

供用開始 供用開始
生.6km    2.7km

種島原司!

14

2.7km

愛野森
′ヾイパス
1.8km

フ.事業の投資効果

◆ 費用対効果 (B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・走行時間短縮、走行経費減少、交通事故減少

〔プラス要因〕
・交通需要推計の更新 (最新データ:H30,2)
→当路線の将来交通量の増加 (有明瑞穂バイパスの事業化に伴うもの)

〔マイナス要因〕
・供用開始時期の遅延、事業費の増加

◆ B/Cでは計測できない効果
・緊急輸送道路の防災機能強化

項 目
前回評価
(令和元年度 )

今回評価
(令和3年度 )

残事業 304=生 32.2億円/43.5億円 2.21=176.6億円/79.フ億円

全事業 1.78=132.2億 円/74.3億円 1.37=176.6億 円/129.2億 円

15



8.対応方針 (原案 )

◆ 島原道路の一部を構成し、一般国道251号島原中央道路等と一体となつて島原市
の道路交通ネットワークを形成し、地域産業の活性化や観光振興に寄与する事業で

ある。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約57%[73.94億 円/130億 ](令和2年度末)であり、
用地進捗率は面積ベースで83%となつている。

◆ 地元自治体で構成する「島原半島幹線道路網建設促進期成会」「一般国道5フ号等

県南地域幹線道路整備促進期成会」等により、島原半島全域発展のため早期整備

を要望されている。

◆ 工事費増加に伴う期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれる。

16

対応方針

(原案)
継続



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所 )

担  当 課 :県央振興局道路第―課
担当課長名 :荒木 健児

い て

事業
主体 長崎県事業名 一般県道富川渓線 (富川工区)

手莱
区分 一般県道

起終点 自:賞露繁鎮幹 讐釘甘 至:貿薦繁鎖鈴 曽鮒苛 延長 2.8km

事業概要  |
一般県道富川渓線は、国道34号から諫早市富川町に至る、沿線住民の重要な生活道路である。当該事業区間は本明川ダム事

業と関連しており、現道拡幅による通行車両の走行性の向上を確保し、観光振興のための整備を行う事業である。

H29年度事業化 都市計画決定 なし Rl年度用地着手

16.4億 事業進捗率 37.80/0 供用済延長全体事業費

計画交通量 514台 /日  (R12)
費用対効果
分析結果

(事業全体)
Kダム事業含む
(残事業)
Kダム事業含む

1

1

22

67

総鷲屈 il'曳事業)/1事業全体)

[尾
持春と首11'薪建i悟
科P]

[‖ξ
653/6531ま円
4.4/4.4億円
01/0.十億円
0.0/0.0億円

令和 3年

5/657.5億円

業について感度分析を実施
:B/C=1.2～ 1.2(交通量 ±10%)
:B/C=1.2～ 1.2(事業費 ±10%)
:B/C=1.2～ 1.2(事業期間±200/0)

【残事業】B/C=1.7～ 1.7(交通量 ±10%)
B/C=1.7～ 1.7(事業費 ±10%)
B/C=1.6～ 1.6(事業期間±20%)

※ダム事業含む 事業費変動
事業期間変動

事業の賓

の 正 水 )
・走行性の向上
明川の

ている。の

して用地取得・工事進捗を図り、令和 8年度の事業完成を目指す。
用地進捗率も87%の進捗である。今後もて2 で 3フ . 80/o

策協議会と協力しながら交渉を行つており、令和 5年度の用地買収完了を見込んでいる。引き続き事業
エ 地交渉着手に遅れが生じた。本名川ダムのルー

8 目与旨す。

、切土拡幅や大型構造物への計画に変更との調 に よ 田

卜 28km W 55(70)

ダム整備区間 (ア Hケ )

ダム閣岸区

県道iO

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
の 。



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

道路改築事業
道建-2 -般 県道富川渓線

(富川工区)

再評価  事業採択後5年経過
の理由

事業主体 長崎県

再評価対象事業

,,テ
′

ヽ
．
　

　

嚇
す

.

1

‐
一
“

一
一・
り

一　
　

一

一・一一ち′ｔ′一一十一Ｖ・「一

＼

司.審議経過

【工事概要】
延長2.8km
幅員5.5(7.0)m

H29 R4 フ.0 1.21

1.22
【当初評価からの変更概要】
道路計画変更による事業資増

用地取得遅延による工期延長
H29 R8 16,4事業採択後

5年経過

2



2.目 白旬・事業概買いこれまでの経緯

◆目的

一般県道富川渓線「富川工区」は、本明
川ダム事業の地域振興計画の一部とし
て採択された事業であり、通行車両の薄

塞椿ぞ
g識 、霰芦

振興のたPの
こ
,‖

町

至 謙早

◆事業概要

計画延長等 L=2.8km

幅   員 W=5.S(ア.0)m

計画交通量(R12) 514台 /日

◆事業経過

平成29年度 事業化

平成31年度 用地買収着手

平面図

富川工区  全体計画延長=2,800m幅員=55(7.00)m

催 Z

終
点

諫
早
市
富
川
町

標準断面図

至 富川渓谷

匠コ現遭

■■整備中

■■整備済

3

県遭付着部(アロケ区間)
L=2,100m L〓 700m

県遭拡帽部

本明川ダム提体

事業進捗率 37.8%(事 業費ベース)R33末
用地進捗率 86.5,る (面 積ベース)R3.3末

毬.事業9,効果口必Π女耳性

沖
―

富川河川公闘イメージ図

<ダムによる治水>
蒙雨時の洪水調整、渇水時の良好な水質の確保により、流
水の正常な機能の維持効果が期待される。

<走行性の向上>
県道先に位置する河川公園や渓谷、展望台へのアクセス
性が向上することで、観光振興などの事業効果が期待さ
れる。

農」台

至 富川河川公園

（ア
ロ
ケ
区
間
）

獅韓よい▼

4



4.事業の進捗状況 (事業費の増加 )

【事業費】7億円(前回)
→ 6ヽ.4億円(今回)

①計画の変更

}

漣

富川工区  全体計画延長=2,800m幅員=SS(700)m

県道付着部(アロケ区間)
L=2,100m

県道拡幅部
L=700m

棚田
至 富川渓谷

至 諌早市街

事業費増の内容 増 額 主な増額理由

①計画の変更 約52億円

詳細設計によリダムエ事発生土を流用した盛土拡幅計画か

ら、棚田等の自然景観を残すための切上拡幅や大型構造

物計画に変更したため、切取防護柵及び切土運搬処分費、
構造物の建設費用が増大となる。
(本明川ダム周辺地域振興計画(R33)に基づく変更)

②その他 約42億円 労務費や機材等の単価上昇、基本協定額の増(国 )

計 約94億円

(変更前 )
盛土拡幅

①計画の変更
(盛土→切土)

(変更後 )
切土拡幅

①計画の変更
(盛土→構造物)

(変更後 )

構造物 (補強土壁 )

(変更前 )
盛土拡幅

5棚田

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R4(前回)→R旦 (変更)
日地元及び国や市とのルート選定や工法選定の調整に時間を要し、令和3年度からの用地着

手となつた。
・地元の本明川ダム建設対策協議会と協力しながら交渉を行う様にしているため、令和5

年度完了を見込んでいる。以上により事業の進捗を図り、令和8年度の事業完成を目指すと

―
lわ ―

Z

工程表

J

―
臣

至 富川渓谷

【参考】国(アロケ区間)

6

長崎県事業単価ダム事業単価

圭rとr!

至 諫早市街

(当初)

⇒

(変更)



5.事業の投資効果

項 目
前回評価

(平成29年度)
今回評価

(令和3年度 )

残事業
(ダム事業含む)

1.67=657.5億 円/394.5億円

全事業
(ダム事業含む)

1.21=599.0億 円/493.5億円 1.22=657.5億 円/540.2億円

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕

〔モ塁台
整備に要する事業費、ダム維持管理に要する費

F、
道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用

〔斃 安要雷〕
使益、流水機能維持便益、走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少使益

勝 李受肇孟ダ
の章産データ統計の見直しによる資産の増加

:三期
業
房鍵埋
カロ

〔
為畠磐麿電導ニュァルの改定(プラス要因)
→貨物車原単価 (価格)の増加

◆ B/Cでは計測できない効果
・ダム整備に伴う周辺の地域振興強化

◆ 本明川ダム事業に伴う周辺地域の整備により、自然環境の保全と歴史的資源を活
用した観光拠点が形成されることでt地域活性化や観光振興に寄与する事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約37.8%〔6.2億/16,4億〕(令和2年度末)であり、
用地進捗率は面積ベースで約86.5%となつている。

◆ 国、県、市が一体となつて取り組んでいるダム整備事業に関連しており、早期完成が
望まれている。

◆ 事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれると

7

8

6.対応方針 (原案 )

対応方針
(原案)

継続



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

担  当  課 :県】ヒ振興局道路建設第一課
担当課長名 :坂本 直太

し し※ 用 、 の い て に

事業
主体 長崎県

事業名 T般回道 202号 (浦頭拡幅 )
事菜

区分 一般国道

起終点 自:貿鰐驚甚色保十群鮒  至:貿薦繁鵬 詩ヤ銹蔚 延長 2 0 km

事業れI要  |
一般国道 20´ 2号 (浦頭拡幅)は、現況 2車線の車道を4車線に拡幅することで、円滑で安全な交通の確保及び観光等の産
業支援を図る事業である。

H29年 度事業化 都市計画決定 なし H30年 度用地着手 H30年 度工事着手
全体事業費 36億 事業進捗率 68% 供用済延長 0.98km

計画交通量 16, 315台 ″/日  (R12)

47.9/47.9億円
走行時間短縮便益:46.7/46,7億円
走行費用減少便益: 0.4/0.4億円

令和 3年

費用対効果
分析結果

1残事業)

1. 25

4 21

総貫用_:(残事業)/1事業全体)

[赫理よ駒稚『
円
]

感庫分本斤Q怖暴   1残事
【全体事業】交通量変動

業について感度分析を実施
:B/C=1.13～ 1.38(交通量±10%)【残事業】B/C=3.79～ 4.63(交通量±10%)
:B/C=1.14～ 1.39(事業費±10%)     B/C=3.84～ 4.65(事業費±10%)
:B/C=1.23～ 1.28(事業期間±20%)    B/C=4.15～ 427(事業期間±20%)

事業費変動
事業期間変動

事業の効果等      __  _ | |       :
H車線数の増にともなう交通円滑性の向上
H地域の物流効率化による地域活力の向上
H緊急輸送道路の機能強化
関係する地方公共団体等の意見     ‐         !
佐世保市より早期の整備促進の要望が行われている。

事業再評価監視委員会の意見  _  __     … …岸

事業採択時より再評価冥施までの周辺環境変化等   __」
佐世保港浦頭地区の拠点整備により、令和 2年 4月 から大型クルーズ船が寄港可能。
工区に近接するハウステンボスにおいて、 IR誘致の取組がなされている。
事業の進 況 の

なつており、今後も引き続き事業進捗を図り68%で 、 80%
7年度の事業完成を目指す。
2 で

い

エ

エ

の

が妥当と判断される。の し 合、事

登 崎 嬌

ヰ五

際準断面図|

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
の 。



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

道路改築事業

道建-3 -般 回道202号
(浦頭拡幅 )

再評価  事業採択後5年経過
の理由

事業主体 長崎県

再評価対象事業
安久プ″

L=210km ＼

榔Ｎ基

▼、

叩
●

ギ

r

rノだ

奪

が 江上 IC
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A
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鬱F府″エ
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|

0
お
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1.審議経過

20rO 2.43
【工事l既要】
延長2.Okm
幅員13.0(20.0)m

H29 Rフ

Rフ 36.0 1.25
【当初評価からの変更概要】

地盤改良と地すべり対策の追加に

よる事業賣の増額

事業採択後
5年経過

H29

2



◆目的

一般回道202号「浦頭拡幅」は、円
滑で安全な交通の確保及び観光等
の産業支援を図ることを目的として
いる。

◆事業概要

◆事業経過

<物流機能の強化>
一般国道202号は、佐世保市を経由し、長崎市に至る
重要幹線道路であるが、西海PL入 回交差点以南では
車線数が不足しており、朝夕の通勤時間帯に混雑が
発生している状況。

浦頭拡幅 全体計画 延長=2,000m幅 員=生 3,0(20.0)m

イ

終
点

佐
世
保
市
江
上
町

起
点

佐
世
保
市
針
尾
北
町

供用延長=980m

標準断面図

事業進捗率 68%(事業費ベース)
用地進捗率 80%(面 積ベース)※ R3.3末現在

3

<大型観光バスの住来に対応した車線数の確保>
佐世保港浦頭地区で国際クルーズ船の拠点整備が行
われており、大型観光バスの国道への流入による交通
環境の悪化が予測されている。

20m

針罵島 ▲ 飯霞山

″

「卜　・購一

●
塁

①
上小

lrl ll!保 湾 (浦顕ltt区 )

国際クルーズ拠,t繋怖(～R2)

浦頭地区

渋滞長

t,1 lLBザ

針用B
4虚空歳山

工1'● ⅢⅢ l

4

計画延長等 L=2.Okm

幅   員 W=13.0(20.0)m

計画交通量 (R生到 16,315モ争
整備済

匠コ現道

田目整備中

平成29年度 事業化

平成30年度
用地買収着手
工事着手

令和2年度末迄 980m供用開始

2.5m 2.5m3 3.25m    3.25m

′

東明中交差点

西海PL
入□交差点

17033台

事業箇所

:未改良

;改 良済

観大 16万 t級
(定員子旬4千人
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国際クルーズ拠点
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4.事業の進捗状況 (事業費の増加 )

【事業資】
20億円(前回)→ 36億円(今回)

Ⅲ
Ⅲ

こ

エ

0
を

り対策の追加
①地盤改良(回結工法の採用)

・地質調査の結果、拡幅部の軟弱地盤対策を追加
・早期供用による沈下の影響を抑えるため固結工法を採用

①地盤改良
(回結工法の採用)

約6.0億円

約6.0億円 地質調査の結果、山切部の地すべり対策工(アンカーニ等)を追加②地すべり対策の追加

約4.0億円 ・労務費や資機材等の単価上昇③その他

約16.0億円計

5

4.事業の進捗状況 (事業費の増加 )

①地盤改良(固結工法の採用)
・地質調査により、拡幅部に粘性土層が広く分布していることが判明したため、沈下対策を追加

・国際クルーズ船の来航前 (R2.4)までに、浦頭交差点から東明中学校入口交差点までの区間を供用させる必要
があったため、施上期間が短く、供用後の残留沈下を確実に抑制する「回結工法」を採用
「回結工法」・中セメントや石灰などの安定材による科学的回結作用により軟弱地盤を回結させ安定を図る工法

(現道部) 車道拡嘔塾煙L___」′
I

層(N値と5)

第1粘性土層(N値 =0)

「

6

浅層混合処理
工法(H=1.Om)

深層混合処理
工法 (中 17∩ fl)

第2粘性土層(N値 =1)

深層混合処理工法 施工状況



4.事業の進捗状況 (事業費の増加 )

②地すべり対策の追加
・地質調査により、山切部に地すべリブロックが複数存在することが判明したため、アンカーエ等の対策を追加

半
遠
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7

ロクルーズ船の寄港隻数の増加やそれに伴う外国人一時上陸者数の増加により、地域の
観光産業の収益が増大し、新たな雇用が創出され、地域活力の向上が期待される。
日工区に近接するハウステンボスにおいて、特定複合観光施設(IR)誘致の取組がなされ
ており、観光産業の更なる発展が期待される。

【佐世保港】寄港回数および乗降人員数

鞘
　
中
　
判

『

『
　
削
　
Щ
　
Ш
　
鞘

佐世保港における国際クルーズ客船の寄港回数予測
(佐世保港国際旅客船拠点形成計画より抜粋)

IR導入による効果
(九州・長崎IR基本構想概要版より抜粋)

8

房
だ
ヽヽ

シ

回 アレん エ

III「 呟付枠I  :争 1!継 母解全
工tt門 の

《Dブロック 対策図》

r‐ 亀ヽすべ,ジ0"← けベリ棒妨向
―― 協締
紳 ・ む1・ ,IH a硝 2‖ "

―滞在・消費促進

観光インフラ整備
九州への来訪促進

に

Bまう

等   ヽ

観光及び全国地域経済の振興寄与
エアジアの玄関口である九州 長崎発
による、新たな広域観光周遊,レート
の形成
訪日外国人旅行者数・消買額、
全国の外国人延ぺ宿泊数の増加

■集宕延人致  :690万 人～930万人/年
B建設投資額  :3′S00億円～4′ 600億円
日経済波及効果 :運営 3′ 200億円～4′200億円/年

建設 6′ 100億 円～8′ 100億円
■雇用創出効果 :運営 28万人｀36万人/年

建設 63万人～34万人

■観光のl辰七日lに関する施策
■地域経済の振lttlに 関する施策
■法の目的及び

`し

方公共団体の資務を達成するための施策
■社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施策
■自饉島振l即など、九州 ,長崎の課題解決に対応する施策

納付金・入
'鳥

料の使途

日本全国への効黒九州・長崎への効果

IR導入1こよる効果



6.事業の投資効果

◆ 用 B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔マイナス要因〕
,事業費の増加

〔その他要因〕
・費用便益マニュアルの改定
→貨物車原単位 (価格)の増加 (プラス要因)'

◆ B/Cでは計測できない効果
'緊急輸送道路の機能強化

◆ 佐世保港浦頭地区から佐世保市街地へのアクセス性向上により、地域産業の活性
化や観光振興に寄与する事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約68%〔24.8億/36億〕(令和2年度末)であり、用地進
捗率は面積ベースで約80%となつている。

◆ .佐世保市からも早期の整備促進を要望されている。

◆ 事業費の増額はあるものの、費用対効果が見込まれる。

9

項 目
前回評価

(平成29年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 4.21=47.9億 円/11.3億円

2.43=39.2億 円/16.1億円 1.25=47.9億 円/38.2億円全事業

フ.対応方針 (原案 )

対応方針

(原案)
継続

10



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

担  当 課 :県司ヒ振興局道路建設第二課
担当課長名 :坂本 直人

の

事業
羊イ六 長崎県

事業名
主要地方道佐々鹿町江迎線 (鹿町工区)

延長 2. 1 2km醒終点 自:賞露繁イ基色操希避甘厨避講 至:貿蕗繁甚色操+砒脚 猪
(鹿町工区)は、鹿町町と江迎町をバイパス整備により結び、西九州

へのアクセス向上を図り、地域の物流効率化や交流人口の増大による観光産業振興を支援する事業
々

H28年度用地着手 H28年 度工事着手H24年 度事業化 都市計画決定 なし
41.1% 供用済延長 0.4 km捗率45 0億全体事業費

計画交通量 2, 600台 /日～ 7, 000台 /日 (R12)

ｒ
ｌ
ｌ
Ｌ

20.6/42.0億円
事 業 費:20,1/41.5億円
維持管理費:05/0.5億円

走行時間短縮便益:38,4/38.4億円
走行費用減少便益:17.1/17.十 億円

令和 3年

1/61.1億円
費用対効果
分析結果

峨事却

1.45

2. 97

事業費変動 :B/C=1.39～ 1.53(事業費 ±10%)
事業期間変動 :B/C=1.39～ 1.53(事業期間±1年 )

【残事業】B/C=2.67～ 3.26(交通量 ±10%)
B/C=2.70～ 3.29(事業費 ±10%)
B/C=2.83～ 3.10(事業期間±1年 )

について感度分析を実施
B/C=1.31～ 1.60(交通量 ±10%)

・地域の物流効率化や交流人口の増大による観光産業振興を支援
B災害時の代替路確保

へのアクセス

て い

松浦 IC間が平成30年12月 に供用開始。また、

松浦IC～佐々IC間が完成2車線で事業化され、暫定2車線供用開始済の佐々IC～大塔 1 C間の4車線化も事業化。
I

事業の i
100% と完了しており、今後も引き続き

り、令和 8年度の事業完成を目指す。
2 41%で 、

し の しの

を図り、令和 8年度の事業完成を目指す弓

エ

エ ベよ

村
豊峯謝彦晏程詈碧置した場哲、事業継続が妥当と判断されるぉ

与

長 情 環

司

ヰェ

事業概要口 _… _ … _|

陳準断面図|

75ω

/

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
の 。



令和3年度 第 1

長崎県公共事業評価監視委員会

口

道路改築事業
道建-4 主要地方道佐々鹿町江迎線

(鹿町工区)

事業主体 長崎県

事業採択後10年経過再評価
の理由

再評価対象事業

1

1.審議経過

33.0 1.64
【工事概要】
延長2.50km
幅員6.0(7.5)m

H24 Rl

R8 45.0 1.45

【工事概要】
延長2.12km
幅員6,0(7.5)m
【当初評価からの変更概要】
西九州自動車道ICの計画決定による
河川付替計画の変更に伴う事業資増額
西九州自動車道ICとの計画調整等に

時間を要したことによる工期延長

事業採択後
10年経過

H24

卜111■ ili!Ⅲ ilF‖イ11',下 ||| |
オli!

!l ll tril

・十11

‖|'|― ■々出IIII村Ⅲ

生I ⅢⅢ■,|
生|(lrl:Ⅲ Ⅲ,

l,∵
illl:|

はlillい

2



(仮)江迎鹿町 iC

至佐々

（主
）
佐

々
鹿

町
江
迎
線

（
３

志
方
江

2.目 白勺田事業概要口これまでの経緯

◆目的

主要地方道佐々鹿町江迎線「鹿町工

区」は、鹿町町と江迎町をバイパス整備
により結び、西九州自動車道へのアクセ
ス向上を図り、地域の物流効率化や交
流人口の増大による観光産業振興を支
援するものである。

◆事業概要

標準断面図 西九州自蔓l車道

匠コ現道
■1整備済
■1整備中
ロロ西九州
自動車道

・事業進捗率 41%
(事業費ベース)
《令和3年 3月 末》
・用地進捗率 100%
(面積ベース)
《令和3年 3月 末》

◆事業経過
計画延長等 L=2112km

幅   員 W=6.0(7.5)m

計画交通量(R12) 2,600台 ～7,000台

3

平成24年度 事業化

平成28年度 用地買収・工事着手

令和元年度
用地買収完了
397m供用開始

3.事業の効果日必要性

‐‐‐西九州自動車道 (供用済)

・・・・ 西九州自動車道 (未供用)

―
  (国 )204号

―
 (主)佐々鹿町江迎線

―
  (― )志方江迎線

IC

・主要地方道佐々鹿町江迎線は、
海岸部を外周する路線であるが、
延長が長く線形も複雑なため、当
該路線に位置する鹿町地区や小
佐々地区が他都市と連携する阻

害となっている。

・「鹿町工区」は年鹿町町と江迎町

を結ぶバイパス整備を行うことに

より、地域連携の強化並びに、西
九州自動車道へのアクセス向上を
図り、地域の物流効率化や交流
人回の増大による観光産業振興
を支援するものである。
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4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

至江迎

1.河川

2.地滑り対策

至佐々

（主
）
佐
々
鹿
町
江
迎
線

（
一
）
志
方

江
迎
線

【鹿町工区】 120m (7.5)m

トンネル し=494m

【事業費増】

33,0億円(前回)
⇒45,0億円(今回)

西九州自動車道ICの計画決定により、河川付替の構造が、開水路から函渠工に変更

なつたことにより、事業費がキ5億円増となる。

《当初計画》
A―― A
面九州自動車道

県 道

新河川

5

Ｅ
Ｅ
■
▼

~~ 
ヽノ
r~~｀ ョ

新河川
IC構造未決定のため、
仮設の付替えを想定

IC構造決定後の関係機関協議
により、国渠構造へ変更

新河川

変更計画》

県 道

6

事業費増の内容
増額 主な増額理由

工種 内容

1 河川付替エ 計画変更 約 50億円
西九州自動車道iCの計画決定による河川付
替工の構造変更

2 地滑り対策
排土工+

法面エ
約20億円

咆質調査の結果、鹿町側のトンネル坑口に
おいて地滑り対策工を追加

3 その他 約 50億円 労務単価および諸経費率の上昇

計 約 120億 円

4.事業の進捗状況(事業費の見直し)

至平戸

至江迎

至平戸

至江迎

《

至佐々

B―― B

盛土

∩



4.車業の進捗状況(事業費の見直【ン)

地質調査の結果、トンネル坑口付近は岩盤すべりの素因を有しているためt坑口付近の
掘削を行うと、受動土塊が消失し、地滑りの発生が懸念されるため、地滑り対策工として、
排土工+¶ 億円、法面工+1億円、計+2億円の増となる。

《地滑り対策工》

＼
ゝ

拳 1 _¬
＼.   、

ド
・

ツ
→手Jfi∵
ⅢⅢn_

こ`せ7

洋

7

4.事業の進捗状況(事業期間の見直し)

【完了工期】Rl(前回)→R3(変更)
下記の理由により、事業期間の見直しを行う。

日西九州自動車道、(仮 )江迎鹿町ICとの計画調整に時間を要したこと。
・河川付替え等の用地範囲の決定に時間を要したため、用地 E補償に要する期間を延長。
日河川付替え構造の変更及び地滑り対策工の追加等に伴い、工事期間を延長。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Rl

ICttl由 調整

測量調査設計

用地・補償

工事

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Rl R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

IC計画調整

測量調査設計

用地 ,補償

工事

8



西九州自動車道、今福IC～調川IC間が平成29年 11月 に、調川IC～松浦IC間が平成30

年12月 に供用開始され、未供用区間の松浦IC～佐々IC間についても整備中である。

また、佐々IC～大塔IC間が、現行の2車線 (対面)から、4車線化 (片側2車線 )されるこ

とにより、県北地域の産業日経済日文化の更なる発展が期待されている。

1福岡県 |

【凡例】

中 供用中

EEE]EB:事業中

‖mW“‖ 未事業化

Ｎ奉

鹿町工区
L=2 12km

松瀬佐々道鵬

L=1

11(H市

有明声

大村′常

9

L=10.lkm L=17 2km

前
隋仮

一

賀山田IC

1佐賀哺|

野
芥
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陸 里市J

伊万里東府招IC

南波多谷口lC

根
付
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6.事業の投資効果

項 目
前回評価

(平成24年度)

今回評価

(令和3年度 )

残事業 2.97=61.1億 円/20.6億円

全事業 1.64=46.1億 円/28.1億円 1.45=61.1億 円/42.0億円

◆ 費用対効果 (B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用
〔便益〕
・走行時間短縮〔走行経費減少、交通事故減少
〔プラス要因〕
・江迎鹿町ICランプ接続道路の位置変更による計画交通量の増

〔マイナス要因〕
・事業費の増                 【当初計画】
・工期の延長
〔その他要因〕
・費用便益分析マニュアルの改訂
→貨物車原単位 (価格)の増加

◆ B/Cでは計測できない効果
・緊急輸送道路の機能強化

西
九
州
自
動
車
道

（
こ
志
方
江
辺
線（

一
）

【変更計画】

2,600台 /日 7

一 一

西
九
州
自
動
車
道

(仮)江迎鹿

3′ 100台/日

10

鹿町工区
鹿町 (仮 )



7.対応方針 (原案 )

◆ 鹿町地区と江迎地区を結ぶバイパス道路であり、本事業を行うことにより、西九州自
動車道 (仮称 :江迎鹿町IC)へのアクセス向上を図り、地域の物流効率化や交流人口
の増大による観光産業振興を支援する事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約41%〔 18.5億 /45億〕(令和2年度末)であり、用地進
捗率は面積ベースで100%となつている。

◆「佐世保市」から整備促進を要望されている。

◆ 事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれる。

対応方針
(原案)

11

継続



再評価結果 (令和 3度事業継続箇所)
担  当  課 :県 Jし振興局道路建設第二課

担当課長名 :緒方 哲

し しの の 用いて に

主
事業
羊休 長崎県事業名

主要地方道平戸田平線 (向月工区)

延長 1  5 6km起終点 自:貿澪繁斗瑞 壽皐滸稽蓉 至:貿鰐繁斗瑞 島皐T開胃
事業概要  : 主要地方道平声田平線 (向月工区)は除路および線形不良区間の解消により円滑な交通を確保し、産業の
支援を図るとともに安全安心を確保することを目的としている。

都市計画決定 無し H25年度用地着手 H29年度工事着手H24年度事業化

22% 用済延長 o.o Okm全体事業費 進捗率22.2億

計画交通量 99フ /日  (R12)
費用対効果
分析結果 1.12

¶.49

(事業全体)

(残事業)

総費用 :(残事業)/1事業全体)

[尋
持塁ζlや子i!緑胃  ]

走行時間短縮便益122.3/23.3億円
走行費用減少便益: Z.1/2+億 円

令和 3年

251/256億円

事業費変動 :B/C=1.03～ 124(事業費 ±10%)
事業期間変動 :B/C=1.05～ 1.19(事業期間±20%)

1 63

151
1.56

(交通量 ±10%)
(事業費 ±10%)
(事業期間±20%)

通

残事業について感度分析を実施
【残事業】B/C=1.34～

B/C=1.44～
B/C=1.4

動 IB/C=1.01～ 123(交通量 ±10%)

,生活道路としての機能強化 (緊急医療、生活道路としての走行性向上及び代替路線の確保により災害時 |
、輸送効率化による産業の支援を図る)

ける地域の孤立化が解消される)

に よ

の

ている。平戸市より整備 の要望

の

自動車道一部開通ノ 西

の

ま1000/oで ある。今後、トンネルエ事に着手し、令和6よ220/oで 、用
の完成を目指す。

2 で

い理で

や申請、設計の再検討に時間を要したが

してい

で の

31

の国

に ン 加。

対応方針 :事業継続

した 妥当と判

の

の 事

宮′浦
漁港

備 緊

ヰ

長

一ギ

・　
Ｒ．

向月工区 延長1.56km
(整備後)

万年狛

”
デ
，
　
　
　
　
９

事業|ユ元票図    …….:
(現況)

け
野

与

町

十

■
　

“
　

一
　

ャ

＼

―
ぅ3,

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
の 。



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業
轟

道路改築事業
道建-5 主要地方道平戸田平線

(向月工区)

事業主体 長崎県

宮ノ浦漁溶

●

向月工区
L=1,S6kn W=55(7.0)m

聴
　
　
　
　
　
　
節

Ｎ奉
再評価
の理由

事業採択後 10年経過

お

1

1.審議経過

審議経過 再言判面の理由
正期 事業費

(億円)
B/C 備考

着工 完了

当初

(■ 24辛斤ナ見三平イ面)
H24 Rl 16.2 1.22

【工事概要】

延長 1.56km
幅員5.5(7.0)m

第 1回審議

(R3年度)

事業採択後
10年経過

H24 R6 22.2 1.12

【当初評価からの変更概要】

トンネル支保パターン変更

地盤改良追加による事業費増

上記変更の検討による工期延長

2



2.目 白勺E事業概要・これまでの経緯

◆目的

主要地方道平戸田平線(向月工区)は県内有数の水揚げ量を誇る宮ノ浦漁港へ至る区間
であり、また宮ノ浦地区から平戸市中心部への通勤や紐差地区にある二次救急医療施設
への搬送に利用する唯―の道路である。除路及び線形不良区間の解消により、円滑な交通
を確保し、産業の支援を図るとともに安全安心を確保することを目的としている。
◆事業概要       ◆事業経過          ◆標準断面
計画延長等 L=1.56km

幅員 W=5,5(7.0)m

計画交通(R12) 997台 /日

平成24年度 事業化

平成25年度 用地買収着手

平成29年度 工事着手

令和2年度末現在 85m供用開始

7

自ノ浦
漁港

m・ ,

都市部への搬送・輸送

N

平

戸

弊

3

舞
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“
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“
　

　

　

卜ヽ

ヽ
中
　
，
４

エ

″frF'

一奉
ヽ

Ⅲ  ヂげ    JF だ五

中

済

道

備

備

現

整

整

□
□
一

事業進捗率 22%(事業費ベース)
用地進捗率 100%(面積ベース)

【令和2年度末現在】

31事業の効果・必要性

(産業の支援〉
当該区間は宮之浦漁港からの鮮魚運搬車通行区間になつているが、道路幅員が狭く線形も屈由しており円滑な通行
に支障をきたしている。宮ノ浦漁港は近年漁獲量が増加しており運搬車両の大型化も見込まれるため、本工区の整備
により運搬車両の走行性を確保することで輸送効率化による水産業の支援が図られる。

松浦 IC
西九州自動車道

写真② 線形不良写真① 鮮魚運搬車両
幅員狭小により離合因美性

拡大図

写真②

写真①

過送名

ク 生月 632

a 屁lah 430

26 猪鷺ハ

落

　

　

　

一
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一

ｗ
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Ｉ
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向月工区 延長1.56km l



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【事業費増】

16.2億 円 (当初 )
⇒22.2億円 (今回)

事業費増の内容 増額

①トンネル支保パ
ターンの変更等

約3.2億円 日地質調査の結果、トンネル付近の岩盤等級が

想定より悪く、支保パターンの変更が必要Ь

②地盤改良エ
の追加

約1.0億円 日地質調査の結果、施工箇所に軟弱地盤箇所が
存在することが判明し、地盤改良工を追加

③その他 約1.8億円 日労務費や資材等の単価上昇

計 約6.0億円

至

宮
ノ
浦

至

平
戸
市
街

5

4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

事業費増の内容 増額

①トンネル支保
パターンの変更等

約3.2億円 B地質調査の結果、トンネル付近の岩盤等級が想定より悪く、支
保パターンの変更が必要となり、工事費が増額となる。

当初 (CE― b)

器 .ゝ犀野
2本l→

変更 (Dli―b)

ロックボルト L=4000(15本 )

奥行方向  10mピ ッチ
インバート t=450

既存の地質資料から中硬質岩の強度区

分を想定していた。

志々伎火山岩 (安山岩 )

テ■・f)|イヤて

地質調査の結果、トンネル付近は亀裂が

多く、風化も著しいため支保パターンの変
更が必要であることが分かつた。

平戸南部の地質図 (長崎 i地質調査所)
6



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

事業費増の内容 増額

②地盤改良エ
の追加

約1.0億円 ・当初は現地周辺の道路法面勾配から軟岩程度の地質が分布
しているものと判断していたが、地質調査の結果施工箇所に軟
弱地盤箇所が存在することが判明したため、中層混合処理工を
追加。

No.7付近

安山岩
(N値 782)

風化安山岩
(NI直 88)

崖錐体積層
(N値 9)

安山岩
(Nl吉L 130)

No.6フ

風化安山岩
(N値 26)

崖錐体積層
(N値 9)

7

中層混合処理工法

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】Rl(当初)→ R6(今回)
H回場整備事業(H29新規)の開始により、協議及び設計の見直しに時間を要したため
・国立公国内での施工であり、関係機関との協議及び許認可申請に時間を要したため
口地質調査結果に基づき、トンネル補助工法変更、地盤改良を追加し、施工に時間を要するため

至

宮
ノ
浦

H24 H25 H26 Hク 7 H?R H夕9 H3∩
Ｈ３‐

Ｒｌ

測量

設計

用地補償

本工事

H24 H25 H26 H27 H28 HZり H3υ
Ｈ３．

　

Ｒｌ
RZ R3 R4 Rb R6

H!豊

設計

昭地補償

本工事

・国立公園(H26～出方7)
→西海国立公国内のため、
資料作成・協議・申請を行つた。

許認可手続きが必要。 ・圃場整備事業(H27～ H29)
→背後地盤高の変更、用地の制約による設計の見直しを行つた。

中

道

備

現

整

整備済

圃場整備事業

地盤改良工の追加(約 1年 )
地資調査の結果、施工箇所に軟弱地盤箇所が存在
することが判明したため地盤改良を行つた。

【当初】

吟

【変更】



4.社会情勢の変化等

平成30年に西九州自動車道、調川～松浦iC間が供用開始され、都市部への移動
時間が短縮された。それにより、宮ノ浦漁港で水揚げされた水産物の輸送効率化

による支援が図られ地域の産業口経済日文化の発展も期待される。

里東府招IC

(仮 )

宮ノ浦漁港
再

向月工区 渡仕|↓叫

9

事業中
広域農道

西九州自動車道

9.事業の投資効果

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用   、
〔便益〕
・走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔プラス要因〕
・宮ノ浦漁港の漁獲量が増えたことによる運搬車両 (大型車)の増加

〔マイナス要因〕
・事業費の増
・工期の延長

〔その他の要因〕
・費用便益分析マニュアルの改定

項 目
前回評価

(平成24年度 )
今回評価

(令和3年度 )

残事業 1,49=251億 円/16.9億円

全事業 1 22=可 6.6億円/13.6億 円 ¬ 12=25.6億 円/22.8億円

10



可0.対応方針 (原案 )

室        誤建製顧誰醜墾勢窪魏遜罐攀
支憲繊 憲戚

べ~スで約22%[4.9億円/22.2億円〕(令和2年度末)であり、用地進捗率は面積ベー

◆平戸市から整備促進の要望を受けている。

◆事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれる。

11

対応方針
(原案)

継続



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

担  当  課 :県】ヒ振興局道路建設第二課
担当課長名 :緒方 哲

ししの い て の に

事業名 一般県道星鹿港線 (御厨工区)
事菜
区分

一般県道
事業

主体
長崎県

起終点 貿暦繁番詩許術管ギ童斃至:貿露繁番話羊術管げ董猪自 延長 1.O km

事業搬雰  |
安全安心な

本事業を実施することで幅員狭小および線形不良区間を解消し

生活道路の確保を行うものである。

H27年 度工事着手H24年 度事業化 都市計画決定 なし H26年 度用地着手
全体事業費 フ.9億 事業進捗率 76% 供用済延長 1.O km

計画交通量 3, 061台 /日  (R12)

ｒ
ｌ
ｌ
Ｌ

22/9.6億円
事 業 費:19/9,3億円
維持管理費:0.3/0.3億円

9.9/9.9億 円
走行時間短縮便益 9.6/9.6億円

令和 3年
走行費用減少便益:03/03億円

費用対効果

分析結果

臓事期

1.04

4.58

感度分析の結果   :残事業について感度分析を実施
【全体事業】交通量変動 :B/C=0.93～ 1.14(交通量 ±10%)

事業費変動 :B/C=0.95～ 1.15(事業費 ±10%)
事業期間変動 :B/C=0.99～ 1.08(事業期間±1年 )

【残事業】B/C=4.13～ 5.05(交通量 ±10%)
B/C=4.22～ 501(事業費 ±10%)
B/C=4.41～ 4.70(事業期間±1年 )

事業の効果等                _  _ ;
I革前走行性お向上 (拡幅及び線形不良解消により走行性の向上)
H歩行者の安全確保 (歩道整備による交通安全性の向上 )

関係する地方公共団体等の意見
松浦市より整備促進の要望が行われている。

開始の

進捗しており、今年度は用地買収を継続し、76% 870/02

令和 4年度の事業完成を目指す。
で の

いで

の |

エ の

埋

じ 。今後残地権者との交渉を進め、令和 4したため、エ
の

対応方針

'事業の J 合、事業継続が妥当と判断される。

標準断面図

事業箇P斤

舅

長 持 曜

ヰェ
島

ゝ

十

V

iゞ ゴ■

≒ ヽ

2500 500  3000
‐

ll´

~~~

井

全体計画卜 1.OkШ、W=6.0(9.75)m

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の と一致しないことがある。
の 。



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

道路改築事業
道建T6 -般 県道星鹿港線

(御厨工区)

事業主体 長崎県

再評価  事業採択後lo年経過
の理由

一ツ
，ｉ，凛

れ
'(rヽ
`＼

1

市

¬.審議経過

【工事概要】
延長1.Okm
幅員6.0(9.75)m

H24 H29 フ.0 1.10

1.04

【当初評価からの変更概要】
・埋設物撤去等による事業費増
・漁協や漁業関係者との協議

漁協関連工事との工程調整

による工期の延長

事業採択後
10年経過

H24 R4 フ.9

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

◆目的
一般県道星鹿港線 (御厨工区)は、一般国道204号から星鹿漁港へ至る幹線道路である。当該事業
区間は松浦港御厨地区に隣接し、港湾施設と住宅に挟まれた区間であり、御厨小学校及び御厨中
学校の通学路ともなっている。しかしながら幅員狭小で歩道も未整備であるため、諸通行に支障をき
たし安全が確保さ
本路線を経由して
行うことにより、安

◆事業概要

れていない状況である。また、隣接する漁協へ水産物の水揚げがなされており、
福岡方面へ輸送されている。当該事業で幅員狭小および線形不良区間の解消を
全安

平成24年度 事業化

平成26年度 用地買収着手

平成27年度 工事着手

平成29・ 30年度 617m供用開始

令和2年度 333船供用開始

御厨工区  全体計画延長空1.000m幅員=60(975)m

松浦市街

至 星鹿

申 供用開始区問

籠 :露籍 残工事区間

心で快適な通行、輸送の確保を行うものである。

◆事業経過
標準断面図

□
起
点

松
浦
市
星
鹿
町
北
久
保
免

終
黒

3

計画延長等 LEl,Okm

幅   員 W=60(975)m

計画交通量(R12) 3,061台

|

|

′

事業進捗率 76%(事業費ベース)
用地進捗率 87%(面 積ベース)

(R33末 現在)

3.事業の効果・必要性

<生活に密着した道路の整備>
松浦市星鹿漁港と国道204号を結ぶ県道で、沿線に
はフエリー乗場、医療施設等があり、円滑な通行の確
保が必要である。
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<歩行者の安全確保>
当該区間は、御厨小学校・御厨中学校の通学路に指定
されており、かつ、フェリーや医療施設の利用者等のた
め歩道の整備が必要である。

漁協

整備前写真
病院

フェリー乗場

L=1.Okm W=6.019,75)ml
御厨工区

Δ349

郵使局

御厨中学校

御厨小学校
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至松浦市街



4.事業の進捗状況 (事業費の増加 )

【事業費】7億円(前回)
→7.9億円(今回)

①埋設物撒去の追加

至松浦市街

NO.18

F卜■つm新
道

1

＼

旧排水溝
5

事業費増の内容 増 額 主な増額理由

①埋設物撤去追加 約70百万円
旧護岸や旧排水溝等が道路改良工事の支障となつたため
撤去を追加した

②その他 約20百万円 労務費や機材等の単価上昇

計 約90百万円

①埋設物撒去の追加

拡幅部

4.事業の進捗状況 (工期の延長 )

【完了工期】H29(当初)→ R4(今回)
コ埋立に関して、漁協や漁業関係者との協議に時間を要したため。
日隣接する漁協事務所の新築工事との工程調整に時間を要したため。
日隣接する埋立護岸整備工事との工程調整に時間を要したため。

至星鹿

中

至松浦市街

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Rl R2 R3 R4

測量調査設計

用地 補償
埋立中請 ,工亭

本工事

漁協協議・同意

漁協新築工事

松浦港埋立護岸岸璧I事

6

③隣接する埋立護岸整備工事との工程調整

②隣接する漁協事務所の新築工事との工程調整①埋立に関して漁協や漁業関係者と
の協議・同意に時間を要した

芦

H29H24 H25 H26 H27 H28

測量調査設計

用地・補償

埋立申請・工事

本工事

漁協協議・同意



5.社会経済情勢等の変化

日近年、隣接する地方港湾松浦港 (御厨地区)の漁獲量が増加しており、水産物の
輸送に関してさらなる利便性が期待される。

(主な輸送ルート:本路線～国道204号～西九州自動車道～福岡)
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L西九州自動車道、今福IC～調川IC間が平成29年 11月 に、調川IC～松浦IC間が平成
30年 12月 に供用開始され、未供用区間の松浦IC～佐々IC間についても整備中である。
また、佐々IC～大塔IC間が、現行の2車線(対面)から、4車線化(片側2車線)されるこ
とにより、県北地域の産業口経済日文化の更なる発展が期待されている。

福岡県 |

松浦佐々迫路
隈」CT

御厨工区 甘
ホL=生 00km

【凡例】

中 供用 中

‖111:B事 業中

山WW‖‖ 未事業化

Ｎ峯

東
者
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有閉海

大村猫
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5,社会経済情勢等の変化

L=191km と=17 2km
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6.事業の投資効果

項 目
当初

(平成24年度)

今回評価

(令和3年度 )

残事業 4.58=9.93億 円/2,17億円

全事業 1.10=6.91億 円/6.26億円 1.04=9,93億 円/9.57億円

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用

〔便益〕         .
・走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔プラス要因〕
・センサス交通量の増による推計交通量の増加(H17センサス3,068台 /日 → H27センサス3,261台 /日 )

〔マイナス要因〕
・事業費の増加、工期の延長
〔その他要因〕
・費用便益マニュアルの改定(プラス要因)
→貨物車原単価位 (価格)の増加

◆ B/Cでは計測できない効果
・緊急輸送道路の機能強化

◆ 松浦市星鹿漁港から回道204号を結ぶ県道である本線の未整備区間を整備するこ
とにより円滑な通行が確保され、水揚げされた水産物の輸送や医療施設への患者
の救急輸送、学生の安全な登下校等地域産業への活性化及び地域の生活環境の
向上に寄与する事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約76%〔 6.0億/7.9億〕であり、用地進捗率は面積ベー
スで約87%〔 3,469浦 /4,000浦〕となつている。(令和3年 3月末現在)

◆ 松浦市からも整備促進を要望されている。

◆ 事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれる。

9

フ.対応方針 (原案 )

対応方針

(原案)
継続

10



評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

担  当 課 :壱岐振興局建設課
担当課長名 :川 田 晋吾

※ 用 、 の い て の

事業
区分 一般県道

事業
主体 長崎県事業名 一般県道後良諸為歳線 (薄鮎工区)

起終点 自:貿鰐驚巻晟希粛7結鮮 至:貿誘驚巻晨希蔚7鰭齢 延長 2. 3 km

要業概要 |
当該路線は、壱岐島の南西部を周回する道路で、原発から30km圏 内の初山地区の避難路としても利用されているが、幅
員が狭小で設計も屈曲しており車両の離合が困難な状態であり、走行性向上のため道路改良を行うものである。

田年度工事着手H27年度事業化 都市計画決定 なし H30年度用地着手

25億 事業進捗率 28% 供用済延長全体事業費

計画交通量 1, 133台 /日 (R12)
費用対効果
分析結果 1

1峨事剰

02

52

ｒ
ｌ
ｌ
Ｌ

16.74/24.86億
事 業 費:16.47/24.58億円
維持管理費:0.27/ 0.27億 円

円

〕 令和 3年

0.

40/25.40億円
走行時間短縮便益:24.32/24.

走行費用減少便益: 1.02/ 1.02億円

事業費変動 :B/C=0.94～ 1.12(事業費 ±10%)
事業期間変動 :B/C=095～ 1.11(事業期間±20%)

【残事業】B/C=1.37～ 1.67(交通量 ±10%)
B/C=1.34～ 1.75(事業費 ±10%)
B/C=1.43～ 1.64(事業期間±20%)

残事業について感度分析を実施
B/C=0.92～ 1.12(交通量 ±10%)

事業の効果等                      |
`弦
海原発30Ⅲ直

‐
市箇内に位置する初山士也直から避難所へのアクセス向上 (避難路)

・地区の生活道路としての利便性向上。
・台風や豪雨等に対する防災機能が向上し、災害時の交通規制を回避できる。

関係する地方公共団体等の意見  …   _     …… 1

壱岐市から、整備促進の要望がされている。

事業再評価監視委員会の意見 ………………………      …常

1冥| ]までの 辺 ]し

'再
評 `

まり、本路線の生活道路としての整備の必要性が強くなつた。
やコミユニティバス運行事業への取り

している。今後、工事進捗を図り、令和
の事業完成を目指す。

で

し

したため、事業の進捗に遅れが生じている。

後も引き続き事業の進捗を図り、令和8年度の事業完成を目指す。
の

の エ

ト

し 当と判事

O‐。"'tⅢ Ⅲ韓

静崎 串

L=2.300m tt・S5(9`25)m
＼

∵岸Ч

|

一　　　韓【一
”Ａ．【

401人

※ 総費用と総便益の値はt表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
の 。



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

道路改築事業
道建-7 -般 県道渡良浦初瀬線

(坪触工区)

:

事業主体 長崎県

事業採択後6～ 9年目
再評価
の理由

♂

猶

1

|モ

1.06
【工事概要】
延長2.30km
幅員5.5(9,25)m

H2フ
３

５

Ｒ

Ｒ
15.0

R8 25.0 1.02

【当初評価からの変更概要】

トンネルの補助工法の追加、

法面対策・落石対策の追加に

よる事業費増
用地取得の難航による工期延長

事業採択後
6～9年経過

H2フ
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2,日 白旬・事業概要とこれまでの経緯

◆目的

当該路線は、壱岐島の南西部を周回する道路で、原発から30km圏内の初山地区の避
難路としても利用されるが、幅員が狭小で線形も屈曲しており車両の離合が困難な状態で
あり、毎年、梅雨時には落石等が発生し危険な状況であることから、走行性向上と防災機能
強化のため、幅員狭小日線形不良区間の解消を図るものである。

◆事業概要        ◆事業経過

計画延長等 L=2.30km

幅員 W=5.5(9.25)m

計画交通量

(R12)
1,133台 /日

◆標準断面

2750

平成27年度 事業化

平成30年度 用地買収着手

令和元年度 工事着手

令和2年度末現在 供用開始区問なし

事業進捗率 28%
(事業費ペース)
用地進捗率 79%
(面積ペース)
R3.3末

軽

母

メ

謹

猟

触

坪触工区  全 体 計 画 延長=2,300m幅 員=5.5(9.25)m 督少

憲
ユ．大
　
ｉ「
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瀬
漁
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Eコ 現道
田日整備中
■1整備済

3.事業の効果・必要性

交通量 :

年改良

(ヨ〉:曲線半径gOm未満
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(避難路としてのアクセス向上〉
原発30km圏内にある初山地区の避難路となっ
ているが、幅員が狭小で離合が困難であり、線
形及び見通しが悪く通行に支障をきたしているた
め、整備を行い、走行性が向上することで避難
所までのアクセス向上が期待される。

(生活道路としての利便性向上〉
壱岐島の南西部を周回する道路で、初山地区
の生活道路として利用されている重要な路線で

あり、整備を行うことにより利便性の向上を図る。

「改良済区間

:未改良区間

! 整備箇所



3.事業の効果・必要性

ｙ
ド

①倒木(全面通行止)(R2台風)

②倒木(全面通行止)(R2台風)

⑥止砂流出(全面通行止)(H21豪雨)

81
‐た

5

7,0)m

`ム

坪触工区
L=2, 300rn

(安全安心な生活道路の確保〉

生活道路として重要な路線であるが、台風や

豪雨により通行規制が発生し、通行に支障をき

たしているため、整備を行い防災機能向上を図

り、安全安心な生活道路を確保する。

|

4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【事業費増】

15.0億円 (前回 )
⇒25,0億円 (今回 )

Eコ 現道
■1整備中
■1整備済

1905年 :地質調査所

如
吼力ヽた
」在分
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郷
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踵藝 肥Fぞ黒驚諷

'

①トンネル
L=123m

H

当初
ロックボルトのみを想定

DⅢ―A支保パターシ

補助工法
長尺鋼管フォアパイリング

.jデ

6

‐
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Ｆ

①トンネル補助工法の追加

主な増額理由事業費増の内容 増額

約40億円

地質調査の結果、トンネル区間の岩盤

等級が想定より悪く、補助工法の追加

等が必要となり、工事費が増額となる。

①トンネル補助
工法の追加

)の強度

既存地質資料から中硬質

岩 (玄武岩、流紋岩、安山

の分布は地表部分であり、
トンネル部分は凝灰角礫岩

出典:『道路トンネル技術基準(構造編)・ 同解
を説(平成15年 11月 )P BO』

と=19.02m



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【事業費増】
15.0億円(前回)
⇒25.0億円(今回)

匠コ現道
■1整備中
■1整備済

至

郷
ノ
浦
＼

①トンネル
L=123m

H

②法面対策工の追加

落石調査平面図

=5.5(9.25)m

当初
風化防止 iモルタル吹付

変更
法面対策 :吹付法枠エ
落市対拓Ⅲ事振防ilil円 エ 7

坪 区  全 体 計 画 延長=2,300m幅畑
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匡コ現道
■1整備中
■1整備済

ェ 事

事業費増の内容 増額 主な増額理由

②法面対策エ
落石対策エ
の追加

約40億 円

地質調査の結果、N。 82～ 90付近においては、風化
が想定される凝灰角礫岩があり、法面対策が必要と

なった。また、切土法面より上の斜面には転石・浮石
の分布が確認され、落石対策が必要となった。

③その他 約20億 円 労務費や資材等の物価上昇
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また、調査の結果、
された。

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

地質調査結果に基づく、計画変更
これに伴う事業期間の増

【完了工期】R3(前回)→R3(今回)
日坪触地区の一部地権者の法延相続人の一人と連絡が取れず、交渉を進めることが
出来なかつたことによる事業期間増 (不在者財産管理人制度を活用)
口地質調査結果に基づく、計画変更に伴う設計、工事期間の増

法定相続人と連絡が取れず、交渉が進まなかつ
たこと:こよる事業期間の増

当初

E〉



5.社会情勢の変化

◆ 初山地区まちづくり協議会の発足

壱岐市SDGs未来都市計画の取り組みの一環として、令和2年 12月 に初山地区まちづく
り協議会が発足し、観光コ絶景PRやコミュニティバス運行事業への取り組みの機運が高
まり、本路線の観光路線及び生活道路としての整備の必要性が強くなつた。

観山娩区譲壱づくり計國碧

と

SOH艶的hoげ臨tettam
～我が初山を持続きせる～

,ア,山地区まち
'く
り脇繊査

摯弊

縄幅
酪
¨
“
祁
¨
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6.事業の投資効果

◆ 費用対効果(B/C

〔費用〕
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔プラス要因〕
・交通量の増加(1,194台/日 → 1,400台/日 )
〔マイナス要因〕
・事業費の増加
・事業期間の延長

〔その他の要因〕
・費用便益分析マニュアルの改定
→貨物車原単位 (時間)の増加

今回評価

(令和2年度)
項 目

前回評価

(平成27年度 )

1.52=2540億円/16.47億円残事業

1.02=25.40億 円/24.86億円全事業 1.06=13.30億 円/12.53億円

11



フ.対応方針 (原案 )

◆一般県道渡良浦初瀬線 (坪触工区)における延長約2.3kmは未改良区間であり、狭小及
び線形不良区間の解消による走行日安全性の向上や原発避難所へのアクセス強化、法面対
策工による防災機能強化に寄与する事業である。

◆事業進捗率は事業費ベースで約28%lア .0億円/25.0億円1(令和2年度末)であり、用地進捗
率は面積ベースで約79%となっている。

◆壱岐市からも整備促進を要望されている。

◆初山地区まちづくり協議会の発足し、道路整備の必要性が高まっている。

◆事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれる。

対応方針

(原案)
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